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決算取締役会開催日　　平成 18年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　  平成     年    月    日 単元株制度採用の有無　有(１単元　500株)

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）百万円未満四捨五入表示

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 63,470 9.4 4,210 △ 37.8 4,287 △ 46.3
17年 9月中間期 58,034 3.9 6,764 △ 3.2 7,984 23.6
18年 3月期 112,179 8,461 9,363

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 2,637 △ 46.3 26.63
17年 9月中間期 4,914 △ 17.6 53.76
18年 3月期 5,706 59.44
(注)①期中平均株式数    18年9月中間期   99,014,145株  17年9月中間期  91,408,731株   18年3月期  91,404,103株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金

円　銭 円　銭

18年 9月中間期 （普通株式） 0.00 －
（第Ⅲ種優先株式） 0.00 －

17年 9月中間期 （普通株式） 0.00 －
（第Ⅰ種優先株式） 0.00 －
（第Ⅱ種優先株式） 0.00 －
（第Ⅲ種優先株式） 0.00 －

18年 3月期 （普通株式） － 5.00
（第Ⅰ種優先株式） － 2.24
（第Ⅱ種優先株式） － 2.74
（第Ⅲ種優先株式） － 3.24

(3)財政状態
総 資 産 純 自己資本比率 資 産 １株当たり

純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 134,303 40,186 29.9 303.32
17年 9月中間期 126,856 37,352 29.4 244.55
18年 3月期 126,329 38,270 30.3 251.61
(注)①期末発行済株式数　18年9月中間期  112,707,640株  17年9月中間期  91,403,287株　18年3月期  91,396,015株

 　 ②期末自己株式数　　18年9月中間期  136,040株  17年9月中間期  115,351株  18年3月期  122,623株

　　③18年9月中間期1株当たり純資産は､純資産から当期末発行済優先株式数×発行価額の6,000百万円を控除して計算し

　　　ております。

 　 ④17年9月中間期および18年3月期1株当たり純資産は､純資産から当期末発行済優先株式数×発行価額の15,000百万円

　　  を控除して計算しております。

       ⑤17年9月中間期および18年3月期の「純資産」、「自己資本比率」、「1株当たり純資産」の数値については、従来の「株主資本」、

　　　　 「株主資本比率」、「1株当たり株主資本」を記載しております。

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益     １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 146,000 10,300 6,000 （普通株式） 5.00 5.00
（第Ⅲ種優先株式） 3.53 3.53

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       55円 68銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、今後発生する様々な要因により

　 予想数値と異なる可能性があります。
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比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

期 　　 別 平成18年9月30日 平成18年3月31日 前事業年度末 平成17年9月30日

科 　　 目 現　　　　　在 現　　　　　在 増　　　　減 現　　　　　在

（資　産　の　部）

流 動 資 産 96,053 88,127 7,926 89,660
現 金 及 び 預 金 1,953 2,891 △939 1,937

受 取 手 形 13,204 8,680 4,524 11,050

売 掛 金 13,992 12,104 1,888 11,819

た な 卸 資 産 627 926 △298 962

繰 延 税 金 資 産 51 241 △189 248

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 30,175 34,343 △4,168 31,962

関 係 会 社 未 収 入 金 35,259 27,729 7,530 30,942

そ の 他 792 1,213 △421 742

貸 倒 引 当 金 △ 0 △0 0 △0

固 定 資 産 38,250 38,202 48 37,196
有 形 固 定 資 産 9,918 9,919 △1 10,031

建 物 3,296 3,348 △52 3,393

機 械 及 び 装 置 180 191 △11 274

土 地 6,343 6,275 68 6,271

そ の 他 100 105 △6 93

無 形 固 定 資 産 49 163 △114 65
投 資 そ の 他 産 28,283の 資 28,120 163 27,101

関 係 会 社 株 式 23,113 23,113 － 23,113

そ の 他 5,611 5,447 165 4,427

貸 倒 引 当 金 △441 △439 △2 △439

資 産 合 計 134,303 126,329 7,974 126,856
（負　債　の　部）
流 動 負 債 73,257 65,539 7,717 66,121

支 払 手 形 10,385 7,869 2,515 8,680

買 掛 金 10,238 10,421 △183 8,713

短 期 借 入 金 37,500 32,500 5,000 35,100

一 年 内 長 期 借 入 金 2,972 2,972 － 2,994

未 払 金 8,574 7,904 671 7,081

未 払 法 人 税 等 1,354 1,656 △303 1,545

賞 与 引 当 金 193 198 △6 168

役 員 賞 与 引 当 金 32 － 32 －

そ の 他 2,010 2,019 △9 1,841

固 定 負 債 20,860 22,520 △1,660 23,383
長 期 借 入 金 16,390 17,876 △1,486 19,362

退 職 給 付 引 当 金 2,225 2,245 △20 2,262

再評価に係る繰延税金負債 889 889 － 525

そ の 他 1,357 1,510 △154 1,234

負 債 合 計 94,117 88,059 6,058 89,504
（資　本　の　部）

資 本 金 － 14,743 △14,743 14,743
資 本 剰 余 金 － 10,803 △10,803 10,803

資 本 準 備 金 － 10,803 △10,803 10,803

利 益 剰 余 金 － 10,750 △10,750 9,958
中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 － 10,750 △10,750 9,958

土 地 再 評 価 金 －差 額 403 △403 767
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 －額 金 1,601 △1,601 1,108
自 己 株 式 － △29 29 △26

資 本 合 計 － 38,270 △38,270 37,352
負 債 126,329資 本 合 計 △126,329 126,856
（純　資　産　の　部）
株　主　資　本 38,164 － 38,164 －

資 本 金 19,246 － 19,246 －
資 本 剰 余 金 6,300 － 6,300 －

資 本 準 備 金 4,497 － 4,497 －

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,803 － 1,803 －

利 益 剰 余 金 12,655 － 12,655 －
繰 越 利 益 剰 余 金 12,655 － 12,655 －

自 己 株 式 △36 － △36 －
評　価・換　算　差　額　等 2,022 － 2,022 －

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 1,378額 金 － 1,378 －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 241 － 241 －

土 地 再 評 価 金 404差 額 － 404 －

純 資 計 40,186産 合 － 40,186 －
負 債 純 資 産 合 計 134,303 － 134,303 －
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比 較 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間
対前中間会計期間比

増　　　減

前事業年度

自 平成18年４月１日 自 平成17年４月１日 自 平成17年４月１日

至 平成18年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成18年３月31日

売 上 高 63,470 58,034 5,436 112,179

売 上 原 価 55,842 47,981 7,861 97,242

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,418 3,289 129 6,476

営 業 利 益 4,210 6,764 △ 2,554 8,461

営 業 外 収 益 755 2,372 △ 1,617 2,987

（ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ） ( 450 ) ( 2,090 ) ( △ 1,639 ) ( 2,429 )

（ そ の 他 ） ( 304 ) ( 283 ) ( 22 ) ( 557 )

営 業 外 費 用 678 1,152 △ 474 2,086

（ 支 払 利 息 ） ( 498 ) ( 762 ) ( △ 264 ) ( 1,474 )

（シンジケートローン組成費用） ( - ) ( - ) ( - ) ( 98 )

（ そ の 他 ） ( 180 ) ( 390 ) ( △ 210 ) ( 513 )

経 常 利 益 4,287 7,984 △ 3,697 9,363

特 別 利 益 0 23 △ 23 23

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） ( 0 ) ( - ) ( 0 ) ( - )

（ そ の 他 ） ( 0 ) ( 23 ) ( △ 23 ) ( 23 )

特 別 損 失 92 617 △ 525 636

（ 固 定 資 産 除 却 売 却 損 ） ( 92 ) ( 5 ) ( 87 ) ( 13 )

（ 減 損 損 失 ） ( - ) ( 585 ) ( △ 585 ) ( 585 )

（ そ の 他 ） ( - ) ( 26 ) ( △ 26 ) ( 38 )

税引前中間（当期）純利益 4,194 7,390 △ 3,195 8,749

法人税、住民税及び事業税 1,531 2,241 △ 710 2,855

法 人 税 等 調 整 額 27 235 △ 208 188

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,637 4,914 △ 2,277 5,706

前 期 繰 越 利 益 - 6,428 △ 6,428 6,428

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 - △ 1,384 1,384 △ 1,384

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 - 9,958 △ 9,958 10,750
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中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株　主　資　本

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資本 その他 資本剰余金 その他利益剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

準備金 資本剰余金 合計 繰越利益剰余金 合計

平成18年３月31日残高(百万円) 14,743 10,803 － 10,803 10,750 10,750 △ 29 36,266

中間会計期間中の変動額

新株の発行 4,503 4,497 － 4,497 － － － 9,000

資本準備金の取崩し － △ 10,803 10,803 － － － － －

剰余金の配当(注) － － － － △ 667 △ 667 － △ 667

役員賞与(注) － － － － △ 63 △ 63 － △ 63

中間純利益 － － － － 2,637 2,637 － 2,637

自己株式の取得 － － － － － － △ 9,007 △ 9,007

自己株式の消却 － － △ 9,000 △ 9,000 － － 9,000 －

自己株式の処分 － － △ 0 △ 0 － － 0 0

土地再評価差額金の取崩し － － － － △ 1 △ 1 － △ 1

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 4,503 △ 6,306 1,803 △ 4,503 1,905 1,905 △ 7 1,899

平成18年９月30日残高(百万円) 19,246 4,497 1,803 6,300 12,655 12,655 △ 36 38,164

評価・換算差額等

純資産合計
その他 繰延 土地 評価･換算

有価証券 ヘッジ 再評価 差額等

評価差額金 損益 差額金 合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,601 － 403 2,004 38,270

中間会計期間中の変動額

新株の発行 － － － － 9,000

資本準備金の取崩し － － － － －

剰余金の配当 － － － － △ 667

役員賞与 － － － － △ 63

中間純利益 － － － － 2,637

自己株式の取得 － － － － △ 9,007

自己株式の消却 － － － － －

自己株式の処分 － － － － 0

土地再評価差額金の取崩し － － 1 1 －

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) △ 224 241 － 17 17

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) △ 224 241 1 18 1,916

平成18年９月30日残高(百万円) 1,378 241 404 2,022 40,186

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券 子会社株式及び関連会社株式 ……………………　移動平均法による原価法

その他有価証券

①時価のあるもの ………　中間決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定しております）

②時価のないもの ………………………　移動平均法による原価法

(2)たな卸資産 商品 ………………………………………………　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　8 ～50年　　機械及び装置　7 ～15年

(2)無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法

を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づき算定しております。

(3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は及び数理計算上の差異はその発生年度において一括償却しております。

(4)役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。

４．リース取引の処理の方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法 　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており、金利スワップ取引については特

例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を適用しております。

(2)ヘッジ手段と ヘッジ手段 ヘッジ対象

ヘッジ対象 為替予約取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等

為替オプション取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等

通貨スワップ取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等

商品デリバティブ取引 原材料及び買掛金

金利スワップ取引 借入金

(3)ヘッジ方針 　当社の社内規程である「ヘッジ取引規程」に基づき、資産の価値変動、為替変動及び

負債の金利変動ほか、各種相場の変動による損失の可能性（リスク）を減殺することを

目的にヘッジ取引を行っております。

(4)ヘッジ有効性 　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ

評価の方法 ・フローの変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、

ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。
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６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の 税抜方式によっております。

会計処理方法
(2)連結納税制度の 連結納税制度を適用しております。

適用

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（役員賞与に関する会計基準）

　　当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用しております。

　　これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ32百万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)

　及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日)

　を適用しております。

　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は39,945百万円であります。

　　なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

　中間財務諸表等規則により作成しております。

注 記 事 項
（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

１．有形固定資産減価償却累計額 2,251 3,479 2,178

２．担保資産及び対応債務

担保に提供されている資産の額

投資有価証券 121 106 120

担保付債務

関係会社の短期借入金 14 14 14

３．偶発債務

銀行支払保証 260 309 282

（被保証者） （被保証者） （被保証者）

従業員 260 従業員 309 従業員 282

受取手形割引高 受取手形裏書譲渡高 受取手形裏書譲渡高 受取手形裏書譲渡高

及び裏書譲渡高 - 252 －

４．消費税等の表示方法 　仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額 　同左

的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」として

表示しております。
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（中間損益計算書関係）

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自 平成18年４月１日 自 平成17年４月１日 自 平成17年４月１日

至 平成18年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成18年３月31日

１．減価償却実施額 有形固定資産 73 有形固定資産 73 有形固定資産 146

無形固定資産 14 無形固定資産 10 無形固定資産 19

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末

（千株） 株式数（千株） 株式数（千株） 株式数（千株）

自己株式

普通株式 123 13 0 136

第Ⅰ種優先株式 － 20,000 20,000 －

第Ⅱ種優先株式 － 25,000 25,000 －

第Ⅲ種優先株式 － － － －

合計 123 45,013 45,000 136

（注）１．普通株式の増加13千株は､単元未満株式の買取りによるものであり、第Ⅰ種優先株式および第Ⅱ種

　　　　優先株式の増加45,000千株は、会社法第156条に基づく自己株式の取得による増加であります。

　　　２．第Ⅰ種優先株式および第Ⅱ種優先株式の減少45,000千株は､会社法第178条の規定に基づく自己株式

　　　　の消却による減少であります。

リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

有価証券

当中間会計期間末（平成18年9月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

前中間会計期間末（平成17年9月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

前事業年度末（平成18年3月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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重要な後発事象

第６回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行

　当社は、平成18年10月23日開催の取締役会において、第三者割当による第６回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を決

議いたしました。その内容につきましては以下のとおりであります。

１．目　的

　　本転換社債型新株予約権付社債の発行は、当社が平成15年３月28日に発行した優先株式のうち、残存する第Ⅲ種優先株式の

　取得のための資金調達並びに自己資本の質的改善を目的とするものであり、平成18年４月17日に関東財務局宛てに提出済みの

　発行登録書に基づき行うものです。

２．社債の名称 日本冶金工業株式会社第６回無担保転換社債型新株予約権付社債

３．発行価額 額面100円につき金100円

４．各社債券の金額 金１億円の１種

５．発行総額 金60億円

６．募集の方法 第三者割当の方法により、全額をみずほ証券株式会社に割当てる。

７．申込期日及び払込期日 平成18年11月７日（火）

８．利　　率 本社債には利息を付さない。

９．償還期限 平成20年11月７日（金）

本新株予約権付社債の社債権者は、次項により修正された転換価額が319.5円となった日以降は、当社に対して償還すべき

　日の２週間前に通知を行うことにより、その保有する社債の全部または一部を額面100円につき金100円で繰上償還することを、

　当社に対して請求する権利を有する。

10．新株予約権に関する事項

（１）新株予約権の総数

各社債に付された新株予約権の数は１個とし合計60個の新株予約権を発行する。

（２）転換価額

　　当初639円とする。

　　本新株予約権付社債の発行後、毎月第４金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（

　当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日まで

　の５連続取引日とする。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の

　平均値の92％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。）に修正される。

（３）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

　　本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合においては、会社計算規則第40条に従い算出される資本金等増加限

　度額中、当該額に0.5を乗じた額を資本金として計上し（計算の結果、１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

　ものとする。）、その残額を資本準備金として計上する。

（４）本新株予約権の行使期間 平成18年11月８日から平成20年11月６日まで

-29-


	中間個別
	
	比較貸借対照表

	
	比較損益計算書

	
	Sheet1

	
	中間ＦＳ作成基準

	
	短信注記

	
	Sheet1

	
	重要な後発事象


